
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
館林市タクシー助成システム導入業務委託 

プロポーザル実施要領 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【館林市 総務部 安全安心課】 
 
 
 



１ 業務名称 
  館林市タクシー助成システム導入業務委託 
 
２ 業務概要 
 ⑴ 業務の趣旨 

本市で実施してきた２種のタクシー運賃助成制度（高齢者通院等タクシー助成及
びいきいきタクシー助成）を一本化し、新たにマイナンバーカードを活用したタク
シー運賃助成を導入することにより、住民負担・行政ロス・事務負担を縮減し、民
間タクシー及び制度の持続性を高める。 

また、デジタル活用により、定額補助だけでなく応分負担を基礎とした助成方式
にも対応することで、地域格差を緩和し、公平性を確保するとともに、利用実績デ
ータの集積による事業効率化や継続的な交通政策検討を目的として、館林市タクシ
ー助成システムを構築し、運用する。 

 ⑵ 対象区域 
   館林市の全域 
 ⑶ 業務期間 
   業務期間は、契約の日から令和８年３月１３日まで（予定） 
 ⑷ 契約方法 
   公募型プロポーザル方式による随意契約とする。 
 ⑸ 予算限度額 
   １９，６１３，０００円（消費税及び地方消費税込み） 
 
３ 参加者に要求される資格 
  次の各号に掲げる要件を全て満たす者とする。 
 ⑴ 令和７年度館林市競争入札参加資格者名簿に登載されている事業者で、役務等の

提供区分のうち大分類「情報処理」及び小分類「システム開発・保守」に登録され
ていること。 

 ⑵ 関東地方（１都６県）に本店を有していること。 
 ⑶ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該

当しない者及び同条第２項の規定に基づく入札参加制限を受けていない者である
こと。 

 ⑷ 公募の日から候補者を特定するまでの間において、館林市建設工事請負業者等指
名停止措置要綱（平成１９年館林市告示第９３号）に基づく指名停止を受けていな
い者であること。 

 ⑸ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなさ



れている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の
申立てがなされている者でないこと（手続開始の決定後、競争入札参加資格の再認
定を受けた者を除く。）。 

 ⑹ 館林市暴力団排除条例（平成２４年館林市条例第１８号）に規定する暴力団員等
でないこと。 

 
４ スケジュール 

内   容 期   限   等 
公告 令和７年４月３０日（水） 
資料の配信 
（ホームページにて公開） 

令和７年４月３０日（水）～５月１３日（火） 

参加申込書の提出 
（持参・郵送） 

令和７年４月３０日（水）～５月１３日（火） 

一次審査（書類審査） 令和７年５月１５日（木） 
一次審査の結果通知 令和７年５月１６日（金） 
質問書の提出 
（電子メール） 

令和７年５月２２日（木） 
～５月２７日（火）１６時まで 

質問書の回答 
（電子メール） 

令和７年５月２９日（木） 

提案書等の提出 
（持参・郵送） 

令和７年５月２６日（月） 
～６月２５日（水）１６時必着 

参加辞退の提出期限 令和７年６月２５日（水）１６時必着 
二次審査（ヒアリング審査） 令和７年６月３０日（月）予定 
二次審査の結果通知 令和７年７月７日（月）予定 

 
５ 参加申込書の作成及び提出方法 
  公募型プロポーザル方式に参加しようとする者は、参加申込に必要な書類（別記様

式第１～３号）を作成し、以下に従って提出すること。 
 ⑴ 提出期間 
   令和７年４月３０日から５月１３日までの、土曜日、日曜日及び祝日を除く９時

から１６時まで 
 ⑵ 提出先 

〒３７４－８５０１ 群馬県館林市城町１番１号 
館林市役所総務部安全安心課 
TEL：０２７６－７２－４１１１（内線３２９） 



 ⑶ 提出書類及び提出部数 
提出書類 様  式  等 部  数 

プロポーザル 
参加申込書 

別記様式第１号 参加申込書 各１部 
別記様式第２号 会社概要 
別記様式第３号 業務の実施体制 

 ⑷ 提出方法 
   持参又は郵送（書留郵便に限る）による。なお、郵送により提出する場合におい

ては、提出期間内に提出先に必着のこと 
 ⑸ 企画提案書の提出者の選定（第１次審査） 
   企画提案書を提出することができる者（以下「参加要請者」という。）の選定は、

提出された参加申込書及び関係書類により参加資格要件を確認するものとする。 
 ⑹ 選定結果の通知 

選定された者に対しては、書面によりその旨を通知し、企画提案書の提出を要請
する。 

 ⑺ その他 
  ア 参加申込書及び関係書類の作成・提出に係る一切の費用は、提出者の負担とす

る。 
イ 提出された参加申込書及び関係書類は、提出者に無断で使用しない。 
ウ 提出された参加申込書及び関係書類は、返却しない。 
エ 各様式の欄外に記載された添付書類などの指示事項に留意すること。 

 
６ 企画提案書の作成及び提出方法 
  参加要請者に選定された者は、別記様式第４号により企画提案書を作成し、以下に

従って提出すること。 
 ⑴ 提出期間 
   令和７年５月２６日から６月２５日までの、土曜日、日曜日及び祝日を除く９時

から１６時まで 
 ⑵ 提出先 

〒３７４－８５０１ 群馬県館林市城町１番１号 
館林市役所総務部安全安心課 
TEL：０２７６－７２－４１１１（内線３２９） 
Mail：anzen@city.tatebayashi.gunma.jp 

 ⑶ 提出書類及び提出部数 
企画提案書 別記様式第４号 企画提案書 正本１部、副本１０部 

CD-ROM１部 業務フロー図（任意様式） 



業務スケジュール（任意様式） 
見積書（任意様式） 
その他説明資料（任意様式） 

⑷ 提出方法 
  持参又は郵送（書留郵便に限る）による。なお、郵送により提出する場合におい

ては、提出期間内に提出先に必着のこと 
⑸ 企画提案書作成にあたっての留意事項 

ア 提案は、考え方を文書で簡潔に記述すること。 
イ 文書を補完するため、イメージ図・イラスト等の使用は可能とする。 
ウ 具体的な設計図等は必要ない。 
エ 綴り方はステープラ止め（左側２箇所）とする。 
オ システムの詳細については別添仕様を満たすものとする 
カ イニシャルコストとランニングコストをそれぞれ明示すること 

⑹ 質問書の提出 
   本要領等の内容について疑義のある場合は、別記様式第５号により質問書を作

成し、以下に従って提出すること。なお、質問事項のない場合は質問書の提出は
不要。 

  ア 提出期間 
令和７年５月２２日から５月２７日までの、土曜日、日曜日及び祝日を除く

９時から１６時まで 
イ 提 出 先 

 ６－⑵と同じ 
ウ 提出方法 

文書（別記様式第５号）により持参、郵送(期間内必着)、電子メール(ただ
し、持参以外は着信確認を行うこと) 

エ 回答方法 
 ５月２９日 電子メールにて企画提案書等作成依頼者全員に通知 

※評価及び審査に関する質問は回答しない 
⑺ その他 

ア 企画提案書及び関係書類の作成・提出に係る一切の費用は提出者の負担とする。 
イ 提出された企画提案書及び関係書類は、提出者に無断で使用しない。 
ウ 提出された企画提案書及び関係書類は、返却しない。 
エ 無効となる企画提案書 

以下のいずれかに該当する場合にはこれを無効とします。 
 



⒜ 提出方法、提出期限等が本実施要領に適合しないもの。 
⒝ 作成様式及び記載上の留意事項に示された内容に適合しないもの。 
⒞ 記載すべき事項の全部または一部が記載されていないもの。 
⒟ 虚偽の内容が記載されているもの。 

 
７ 企画提案書に関するヒアリング 

実施日時：令和７年６月３０日（予定） 
１者１５分～２０分程度とし、日時・会場等詳細については後日連絡するもの

とする。 
 

８ 企画提案書の評価及び審査の実施方針 
 ⑴ 評価委員会 
  ア 本プロポーザルの評価を実施するため、評価委員会を設置する。 
  イ 評価委員会は、提出された関係書類及び企画提案書に対し、あらかじめ定めた

評価基準（別表）及び審査方法により評価し、最良の提案をした者（以下「特定
者」という。）の決定を行う。 

 ⑵ 審査及び評価の流れ 
  ア 提出された企画提案書の内容についてプレゼンテーションを実施する。なお、

プレゼンテーションの日時、場所等詳細はあらためて通知する。 
  イ プレゼンテーションに参加しなかった場合の企画提案は無効とする。 
 ⑶ 評価委員会結果の公表 
   評価委員会における審査結果及び特定者名については、本プロポーザル手続きの

完了後に公表するものとする。 
 ⑷ 留意事項 
   審査の経緯及びその内容については公表しない。また、審査結果についての異議

申し立ては受け付けないものとする。 
 
９ 業務委託契約に関する事項 
 ⑴ 見積書徴取の相手方として特定 
   市長は、評価委員会が決定した特定者を、本業務委託契約に係る随意契約の見積

書徴取の相手方とする。 
 ⑵ 業務委託契約金額 
   業務委託契約金額は、２－⑸に示した委託上限金額の範囲内とする。 
 ⑶ 業務委託契約内容等 
   本業務の委託契約は、委託契約書によるものとする。 



10 参加要請者の失格 
参加要請者が下記のいずれかに該当した場合は、本プロポーザルへの参加資格を失

う。 
 ⑴ 企画提案書等が提出期限までに提出されない場合 
 ⑵ 提出書類に虚偽の記載があった場合 
 ⑶ その他本実施要領の定めに反した場合 
 ⑷ 本件に関して不正行為等があった場合 
 
11 その他 
 ⑴ 書類提出にあたっての留意事項 
  ア 提出された企画提案書等は、提出期限までは自由に変更できるものとする。た

だし、変更しようとする場合には、提出された書類を一旦持ち帰り、あらためて
変更された書類を提出すること 

  イ 提出期限を過ぎた後は、企画提案書の変更はできない 
  ウ 理由の如何を問わず、企画提案書の提出期限の延長は行わない 
 ⑵ 参加辞退 
   参加申込書提出後にプロポーザルの参加を辞退する場合は、別記様式第６号によ

り、参加辞退の提出期限（令和７年６月２５日 １６時必着）までに以下へ提出す
ること 

  ア 提出先 
    ６－⑵と同じ 
  イ 提出方法  

持参又は郵送による。なお、郵送により提出する場合においては、提出期日ま
でに提出先へ必着のこと。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（別表） 
評 価 基 準 

評価項目 評価の着眼点 配点 
業務実施体制 業務を実施するうえで十分な体制であるか １０ 
業 務 フ ロ ー 及
び ス ケ ジ ュ ー
ル 

業務内容を履行するための実施フローが的確であるか ５ 
業務の趣旨に合致し無理のないスケジュールであるか、
作業手順の効率性が高いか 

５ 

企 画 提 案 書 の
内容 
  

業務の目的、内容の理解度が高く簡潔に記載されている
か 

１０ 

操作者が使いやすいシステムであるか １０ 
事業の持続性や生産性を高められるような提案がなされ
ているか 

１０ 

官民共創、交通事業者間共創、他分野共創の観点から、実
効性を有した提案がなされているか 

１０ 

仕様書に示された事項以外で、新たな視点や手法による
独自の提案がなされているか 

１０ 

プ レ ゼ ン テ ー
ション 

内容が分かりやすく的確で説得力があり、取組意欲があ
るか 

１０ 

質問に対する応答などコミュニケーション能力があるか １０ 
見積価格 価格設定が妥当であるか １０ 

合  計 １００ 
 ※最高得点の者が同点の場合は、委員会での協議により選定する 

※最高点に続く得点を得た者を、候補者次点者とし、候補者と合意に至らなかった場 
合や候補者に不正等が発覚した場合は、候補者次点者を候補者に繰り上げ交渉する 
ものとする 

※提案者が１社のみの場合であっても、審査委員会を開催し審査を行う 
但し、評価点が満点の６０％以上の場合のみ候補者として選定する 

 


